
 
 

長崎市発注工事における余裕期間制度実施要領 

（目的） 

第１条 この要領は、長崎市が発注する建設工事（建設業法（昭和２４年

法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以下同じ 。）

において、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、余裕期間を

設定した工事の実施に関して必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

 ⑴ 工事の始期  現場において工事に着手する工事開始日をいう。 

 ⑵ 工事の終期  工事完成日をいう。 

 ⑶ 余裕期間  契約締結日から工事の始期の前日までの期間をいう。 

 ⑷ 実工期  工事施工に必要な期間（工事の始期から工事の終期までの

期間で、準備、後片付け及び書類整理を行うものを含む 。） をいう。 

 ⑸ 全体工期  余裕期間及び実工期を合計した期間をいう。 

 ⑹ 発注者指定方式 発注者が工事の始期を指定する方式をいう。 

 ⑺ 任意着手方式 発注者が示した工事着手期限までの間で、受注者が

工事の始期を選択する方式をいう。 

 （余裕期間） 

第３条 市長は、実工期の３０％を超えず、かつ、４ヶ月を超えない範囲

内で余裕期間を設定することができる。 

２ 受注者は、余裕期間において、現場代理人及び主任（監理）技術者の

配置を不要とすること並びに現場に搬入しない資材等の準備を行うこと

ができる。ただし、資材の搬入、仮設物の設置等工事の着手を行っては

ならない。 



 
 

３ 前項の余裕期間内において行う準備は、受注者の責により行うものと

する。 

（対象工事） 

第４条 余裕期間を設定することができる対象工事は、長崎市が発注する

建設工事を対象とし、次の各号のいずれにも該当しないものとする。 

 ⑴ 災害復旧等の緊急性を要する工事 

 ⑵ 単価契約による工事 

 ⑶ 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和３９年長崎市条例第１２号）第２条に規定する工事 

 ⑷ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１

項の規定に基づく契約による工事 

 ⑸ その他余裕期間を設定することが好ましくないと判断される工事 

２ 市長は、次に掲げる工事については、余裕期間の設定に努めるものと

する。 

 ⑴ 年度末等の発注が集中する時期において、発注時期の前倒しにより

発注者及び受注者双方の負担が軽減できる工事 

 ⑵ 工事完成及び工事発注が集中する時期において、発注時期の前倒し

により現場代理人又は主任（監理）技術者の配置が効果的かつ円滑に

行われることが期待できる工事 

３ 余裕期間を設定した工事は、任意着手方式により行う。ただし、国の

交付金事業等であって、工事着手日の条件が付されている工事、河川工

事で出水期により施工時期が制限される工事、観光シーズン等を避けて

施工する工事等にあっては、発注者指定方式により行うことができる。 

（制度の適用） 

第５条 余裕期間の制度を適用する建設工事にあっては、入札公告及び現



 
 

場説明書に必要事項を明記するものとする。 

（工期の設定） 

第６条 受注者は、任意着手方式により行う工事について、余裕期間にお

ける任意の日を工事の始期と定め、契約の締結日前までに工期通知書

（第１号様式）により発注者へ通知しなければならない。この場合にお

いて、当該契約に係る長崎市工事請負契約書に記載する工期は、実工期

とする。 

（余裕期間の変更） 

第７条 任意着手方式により行う工事で余裕期間を設定したものは、余裕

期間内における配置技術者の配置等の施工体制の確保が図られ、工事着

手が可能となった場合に限り、受注者は、次に定めるところにより、発

注者と協議し工事の始期を変更することができる。 

⑴ 工事の始期を変更する場合においても、実工期の日数は変更しない

ものとし、工事の終期についても、工事の始期を前倒しする日数分を

前倒しするものとする。 

⑵ 受注者は、契約締結後に全体工期内における工事の始期を変更しよ

うとする場合は、工事の始期（始期を変更した工事にあっては、変更

後の始期）の７日前の日（その日が長崎市の休日を定める条例（平成

５年長崎市条例第３５号）に規定する本市の休日に当たるときは、そ

の日前においてその日に最も近い本市の休日でない日 ) までに、長崎

市工事請負契約書第６２条に基づき、発注者へ工期変更協議申出書

（第２号様式）により協議を申し出るものとする。 

⑶ 発注者は、前号の申出書の内容に異議がないときは、その旨を承諾

書（第３号様式）により通知するとともに、変更契約の手続を行うも

のとする。 



 
 

 （工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の登録） 

第８条 受注者が登録する工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工期

及び技術者情報従事期間は、長崎市工事請負契約書に記載された実工期

とする。 

（前金払の取扱い） 

第９条 受注者は、工事の始期以降でなければ、前払金を請求できない。 

（工事の中止） 

第１０条 発注者は、工事の始期以降でなければ、工事中止はできない。 

（インフレスライド条項） 

第１１条 賃金等の変動に対する長崎市工事標準請負契約書第２５条第６

項（インフレスライド条項）の運用基準に基づくものとし、請求日及び

基準日は、工事の始期以降に適用できるものとする。 

（その他） 

第１２条 契約保証の保証期間は、全体工期にて設定するものとする。 

２ 余裕期間を設定した工事に係る工期の開始日は、長崎市建設工事請負

契約書に記載した工事の始期として設定した日とし、当該設定した日前

の余裕期間に、現場代理人及び主任（監理）技術者との当該工事に関す

る協議等は行うことができない（第７条に規定する工期の変更に係る協

議を除く。）。  

 （委任） 

第１３条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。ただし、任意着手方式に

よるものにあっては、同年７月１日から施行する。 

附 則 



 
 

この要領は、令和 4 年 7 月 1 日から施行する。 



第１号様式（第６条関係） 

 

 

工 期 通 知 書 

  年  月  日 

 

（あて先） 長 崎 市 長 

 

商号又は名称 

代表者名          ○印 

 

次のとおり工期を定めたので、通知します。 

   

 

 工 事 番 号： 

工 事 名：  

  契 約 年 月 日：     年  月  日  

  工 事 の 始 期 ：     年  月  日 

  実 工 期： 工事の始期から    年  月  日まで(   日間) 

 

 

  



第２号様式（第７条関係） 

 

 

工 期 変 更 協 議 申 出 書 

  年  月  日 

 

（あて先） 長 崎 市 長 

商号又は名称 

代表者名          ○印 

 

 次のとおり工期を変更したいので、協議を申し出ます。なお、内容に異議がないときは、

変更契約手続きを行っていただくようお願いします。 

   

 

 工 事 番 号： 

工 事 名： 

  契 約 年 月 日：     年  月  日  

  変更前実工期：     年  月  日 から 

               年  月  日 まで 

  変更後実工期：     年  月  日 から 

               年  月  日 まで 

 

 

 

 



第３号様式（第７条関係） 

 

 

承   諾   書 

  年  月  日 

 

商号又は名称 

代表者名           様 

長 崎 市 長       印 

 

     年  月  日に申出がありました工期の変更について、内容に異議がありませ

んので、次のとおり工期の変更契約手続きを行います。 

   

工 事 番 号： 

工 事 名：    

  契 約 年 月 日：     年  月  日  

  変更前実工期：     年  月  日 から 

               年  月  日 まで 

  変更後実工期：     年  月  日 から 

               年  月  日 まで 
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